
【未就学児支援区分に関する留意事項抜粋】 

（七）通所報酬告示第１の１のロに規定する報酬区分を判定する際に用いる障害児の数に

ついて 

第１の１のロに規定する主として未就学児に対し指定児童発達支援を行う場合の報酬区分

を判定する際に用いる障害児の数については、以下のとおり取り扱うこととする。 

ア 当該年度の前年度（毎年４月１日に始まり翌年３月 31 日をもって終わる年度とする。

以下同じ。）の延べ利用人数を用いる。 

イ 小学校就学前の障害児の当該年度の前年度の延べ利用人数を、全障害児の延べ利用人

数で除して得た数が 70％以上であること。なお、この割合の算出に当たっては、小数点

第２位以下を切り上げるものとする。 

ウ 多機能型事業所における報酬区分については、障害児の数を合算するのではなく、児童

発達支援の報酬を算定している障害児の延べ利用人数により算出すること。 

エ 新設、増改築等の場合の障害児の数については、 

（ⅰ）新設又は増改築等を行った場合に関して、前年度において１年未満の実績しかない場

合（前年度の実績が全くない場合を含む。）の障害児の数は、新設又は増改築等の時点

から３月未満の間は、新設又は増改築等の時点から体制届の提出までの間の在籍者数

（契約者数）に占める小学校就学前の障害児の割合により報酬区分を判定することと

し、新設又は増改築の時点から３月以上１年未満の間は、新設又は増改築の時点から３

月における障害児の延べ利用人数により算出すること。また、新設又は増改築の時点か

ら１年以上経過している場合は、直近１年間における障害児の延べ利用人数により算

出すること。 

（ⅱ）定員を減少する場合には、減少後の実績が３月以上あるときは、減少後３月における

障害児の延べ利用人数により算出すること。 

（ⅲ）これにより難い合理的な理由がある場合であって、都道府県知事（指定都市又は児童

相談所設置市においては、指定都市又は児童相談所設置市の市長）が認めた場合には、

他の適切な方法により、障害児の数を推定することができるものとする。 

 

【看護職員加配加算に関する留意事項抜粋】 

④の３ 看護職員加配加算の取扱い 

通所報酬告示第１の１の注 10の看護職員加配加算については、次のとおり取り扱うこと

とする。 

（一）看護職員加配加算 

（Ⅰ）以下のア及びイを満たす場合に算定すること。 

ア 主として重症心身障害児を通わせる児童福祉法第６条の２の２第２項に規定する内閣

府令で定める施設にあっては、指定通所基準に定める員数に加え、看護職員を１名以上配

置（常勤換算による配置）し、医療的ケア児のそれぞれの医療的ケアスコアを合計した数



が 40 点以上であるものとして都道府県知事に届け出た事業所について加算するものであ

ること。 

イ 医療的ケアが必要な障害児に対して支援を提供することができる旨を公表しているこ

と。なお、公表方法については、インターネットの利用その他の方法により広く公表する

ものであること。 

（二）看護職員加配加算（Ⅱ） 

以下のア及びイを満たす場合に算定すること。 

ア 主として重症心身障害児を通わせる児童福祉法第６条の２の２第２項に規定する

内閣府令で定める施設にあっては、指定通所基準に定める員数に加え、看護職員を２

名以上配置（常勤換算による配置）し、医療的ケア児のそれぞれの医療的ケアスコア

を合計した数が 72 点以上であるものとして都道府県知事に届け出た事業所について

加算するものであること。 

イ 医療的ケアが必要な障害児に対して支援を提供することができる旨を公表してい

ること。なお、公表方法については、インターネットの利用その他の方法により広く

公表するものであること。 

（三） （一）及び（二）については、いずれか１つを算定するものであること。 

（四） （一）及び（二）における障害児の医療的ケアスコアの合計の点数の算出方法につ

いては、以下のとおり取り扱うこととする。 

ア 当該年度の前年度（毎年４月１日に始まり翌年３月 31日をもって終わる年度とす

る。以下同じ。）の医療的ケア児の利用日数と医療的ケアスコアを用いる。 

イ 当該指定児童発達支援事業所を利用する医療的ケア児のそれぞれの医療的ケアス

コアに、当該医療的ケア児の当該年度の前年度の延べ利用日数を乗じ、当該数を当該

前年度の開所日数で除して得た数とする。なお、この割合の算出に当たっては、小数

点第２位以下を切り上げるものとする。 

ウ 児童発達支援と放課後等デイサービスの多機能型事業所における医療的ケア児に

ついては、医療的ケアスコアを合算して算出すること。 

エ 新設、増改築等（現に存する事業所であって直近 1か年に看護職員加配加算を算定

していないものを含む。以下このエにおいて同じ。）の場合の医療的ケアスコアにつ

いては、 

（ⅰ）新設又は増改築等を行った場合に関して、前年度において１年未満の実績しかな

い場合（前年度の実績が全くない場合を含む。）の医療的ケアスコアの数は、新設

又は増改築等の時点から３月未満の間は、新設又は増改築等の時点から体制届の

提出までの間の在籍者数（契約者数）のうち、医療的ケア児のそれぞれの医療的ケ

アスコアを合計した数により判断することとし、新設又は増改築の時点から３月

以上１年未満の間は、新設又は増改築の時点から３月間における医療的ケア児の

それぞれの医療的ケアスコアに、当該医療的ケア児の延べ利用日数を乗じ、当該数



を３月間の開所日数で除して得た数とする。また、新設又は増改築の時点から１年

以上経過している場合は、直近１年間における医療的ケア児のそれぞれの医療的

ケアスコアに、当該医療的ケア児の延べ利用日数を乗じ、当該数を１年間の開所日

数で除して得た数とする。 

（ⅱ）定員を減少する場合には、減少後の実績が３月以上あるときは、減少後３月にお

ける医療的ケア児のそれぞれの医療的ケアスコアに、当該医療的ケア児の延べ利

用日数を乗じ、当該数を３月間の開所日数で除して得た数とする。 

（ⅲ）これにより難い合理的な理由がある場合であって、都道府県知事が認めた場合に

は、他の適切な方法により、障害児の数を推定することができるものとする。 


